
別紙１



（別紙） 
１ 地域包括ケアシステムの推進 

 特別養護老人ホーム等におけるさらなる質の向上と安定した経営基盤確保の観点から本体
報酬において以下の点の評価について検討されたい。 
 

（1） 感染症予防体制の充実 

〇 今般の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、介護保険サービスにおい
て、軽症者であっても介護職員等が適切な感染防護のうえ、ケアに当たらねばな
らない事態が発生した。 
 

〇 確かに施設サービス等においては、感染防止の観点から委員会の設置や指針の策
定、定期的な研修の実施等が求められているところであるが、諸外国に比べ高齢
者福祉施設の感染拡大防止に係る適切な対応を評価する観点及び更なる質の向上
の観点から基本報酬において評価されたい。 

 
（2） 介護事故報告の明確化と体制整備 

〇 これまで、介護事故報告については、保険者及び都道府県等において報告の頻
度、水準等が明瞭にされていなかっただけでなく、報告の後、どのような体制を
講じて改善を図っていくか等の明確化がなされてこなかった。 
 

〇 この点、当該取り扱いを令和元年度「介護保険施設等における安全管理体制等の
あり方に関する調査研究事業」の内容を踏まえつつ、運営基準に明確化し、運営
基準上求め、特別養護老人ホーム等の基本報酬において評価されたい。 

 
（3） ICT 等の導入推進にかかる体制整備 

〇 ICT の導入は生産性向上（業務効率化）を行うことであり、それによって業務
負荷を軽減し、利用者との関わりを充実させることが本来の目的がある。しかし
ながら、ICT をどのように導入するか十分な検討がなされていないことも多
く、その目的も理解しないまま導入し、失敗してしまうケースは多い。 

 
〇 このため、厚生労働省が平成 30年度に公表している「介護サービス生産性向上

ガイドライン」に依拠した体制として①業務改善のためのチーム構築、②業務の
必要性の検討、③業務手順書の作成等を行うことなどの一連の体制とプロセスを
基準上設け、特別養護老人ホーム等の基本報酬において評価されたい。 

 
（4） 事業継続計画（BCP）構築にかかる体制整備 

〇 気候変動の影響も相まって、令和元年東日本台風はじめ巨大かつ広範囲に亘って
甚大な被害をもたらす自然災害が増加してきている。各省庁において、危険区域



等を指定するには至っているものの、各事業所の単位で事業継続計画を構築する
体制等は整備されていない実態がある。 

 
〇 このため、今後も増加するものと見込まれる大規模災害への備えに対して、事業

継続計画作成に向けた検討体制を設けるほか、関係機関等との医療・介護の維持
と協力支援について協定を結ぶこと等を運営基準上設け、基本報酬において評価
されたい。 

 
２ 自立支援・重度化防止の推進 

（1） CHASE等のデータ提供による評価 

〇 いわゆる質の可視化及びその評価については、国民の医療・介護・福祉の増進の
ために活用されるべきものであり、それに資する情報の蓄積については本会とし
ても積極的に推進していく。 
 

〇 このため、介護保険施設等における CHASE や通所介護における Barthel Index
については、前提として情報の確度を高め、かつ多数の情報量を収集する観点か
ら、「データの提供」に対して加算として評価することや、「取り組みを実施して
いる」ことに対しての評価を検討すべきである。 

 
〇 他方で、これらのデータにより身体機能の状態像を精緻に捕捉できたとしても、

利用者がどのような生活を送りたいかや、社会との関わりを高めていけるか等の
QOLをいかに捕捉し、個人の生活の視点を見失うことが無いよう十分な思慮が
示されるべきである。 

 
３ 介護人材の確保・介護現場の革新 

（1） 複合的なサービス展開を可能とする専従要件等の見直し 

〇 令和２年度診療報酬改定においては、医療従事者のタスクシフティング、タスク
シェアリングにより業務負荷軽減が図られた。加えて、人材確保難の状況や、今
後の生産年齢人口減少を踏まえ、同一拠点内において複数事業所を展開している
場合において、職員の専従要件については、職務負荷に留意しつつ見直しを検討
されたい。例えば、次のような例である。 
 
① 従うべき基準に対する要望 

・ 従来型特養とユニット型特養が併設されている場合の介護・看護職員と、従
来型特養とユニット型地域密着型特養の介護・看護職員は専従でなければな
らないことについては、見直しを図るべきである。 

・ 通所介護における生活相談員（専従）については、併設する他事業との他の
職務についても兼務等を認められたい。 



・ 同一敷地内特養（広域型）と小規模多機能の管理者や介護職員の兼務は認め
られていない（看護職員は可）ことから、管理者の兼務や併設事業所の兼務
については幅広に認めるよう検討いただきたい。         等 

 
② 参酌すべき基準（ローカルルール）の扱いの統一化 

・ 特養以外のサービスとの専従要件の緩和はどこまで許容されているか不明瞭 
・ 生活相談員（常勤要件のみ）と介護支援専門員（専従要件あり。ただし、入

所者処遇に差し支えない場合兼務可）の兼務を認めない事例が見直しを検討
されたい。 

・ 通所介護の機能訓練指導員１以上（頭数１でよいはずだが、時間を制限して
いる事例）があるので見直しを検討されたい。 

・ 管理者の兼務の範囲を制限している事例があるので見直しを検討されたい。                  
等 

 
③ 加算要件への要望 

・ 常勤専従で配置している場合には、個別機能訓練加算（Ⅰ）が算定できる体
制を満たしていれば、同加算（Ⅱ）も同じ機能訓練指導員で算定できるよう
してはどうか。 

・ 個別機能訓練加算については、PT 等の専門職を施設内に配置して提供して
いる事業所について、より高い評価を設けることとしてはどうか。 

 
④ 基準緩和への要望 

・ 今後の人口動態等を踏まえれば、特別養護老人ホームに従事する職員そのも
のを基準該当の訪問介護として見做し、施設に居住できない高齢者への支援
を行えるよう促すことを検討してはどうか。 

・ 小規模多機能について、通いに対して３：１は過重と考えられるため、見直
しを検討してはどうか。 
      

〇 特に、外部での研修に参加する時間を職務の一環として常勤換算に含められる事
例とそうでない事例とがあり、地域ごとに異なっている取り扱いのために必要以
上に職員の配置が必要となっている例があることから、人員配置基準及び兼務関
係を今一度明確化すべきである。 

 
（2） 介護助手の人員基準評価 

〇 タスクシフティング・シェアリングの観点から、都市部を中心にいわゆる介護助
手が介護職員の担う業務を一部担っているが、こうした人員については、貴重な
戦力にもなっている。こうした実態を踏まえ配置体制による評価や、どのような
職務を常勤換算として含めることが適当かどうか等について検討してはどうか。 



 
（3） 介護福祉士が行うことのできる医行為の範囲の見直し 

〇 介護職員の提供できる医行為のうち、家族が行うことが認められている行為（例
えばインシュリン注射、経管栄養のエア抜き、注入行為等）については、密に協
議を重ね、一定の要件のもと介護福祉士においても提供可能とすることを検討す
べきではないか。 

 
（4） 見守りセンサーによる夜勤職員配置加算の要件緩和 

〇 介護現場革新の観点から、特に見守りセンサーについては効能が高いことから、
現状△0.1 となっている夜勤職員配置加算の緩和については、生産性向上の観点
から、報酬単価を維持したうえでさらなる緩和を目指していくべきである。 

 
４ 制度の安定性・持続可能性の確保 

（1） 基準費用額（食費）の見直しについて 

〇 食費基準費用額については、実態のコストが投影されていないことから少なくと
も介護保険三施設それぞれの平均値により設定するなどの対応を検討されたい。 

 
（2） 30 床小規模特別養護老人ホームの存続について 

〇 いわゆる 30 床小規模特別養護老人ホームについては、平成 30年度介護報酬改
定において、単価の統一が図られる見込みとなった。しかしながら、過去、過疎
地域対策として創設された歴史的背景から踏まえれば、既存の小規模特別養護老
人ホームについてはその地域性に応じた手当てが必要である。30 床小規模特別
養護老人ホームについては、自律した事業の持続可能性を担保する観点から平成
27 年度水準に報酬単価の引き上げを検討すべきである。 
 

〇 加えて、加算により対応するか、地域医療介護総合確保基金等による予算上の支
援を行うべきである。基金については、例えば専門職確保に係る職業紹介等にか
かる費用の補填や、 建物改築・付属設備等の修繕の手当、現在勤務する職員へ
の勤続年数に応じた補助等が考えられる。 
 

〇 さらに、30 床特養における人員配置基準の特例措置も考慮すべきと考える。と
りわけ、併設して展開される短期入所生活介護や通所介護、訪問介護等について
は常勤、専従要件の早急な見直しが必要である。 

 
以上 
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